
監査公表第２号 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定により、下記のとおり定例監査を執行したので、

その結果を同条第 9項の規定により別紙のとおり公表する。 

 

平成２９年６月７日 

 

                 新庄市監査委員  大 場 隆 司 

 

                 新庄市監査委員  新 田 道 尋 

 

 

記 

 

監査の期日及び監査の対象 

監 査 期 日 監    査    対    象 

平成２９年 

４月２６日～５月１７日 

総合政策課の平成２８年度の財務に関する事務の

執行及び経営に係る事業の管理について 

 

 

  



概 要［総合政策課］ 

（１）職員の配置状況                         平成 29年 4月 1日現在 

職  名  
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室 
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査 
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主 
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主 

任 
日
々
雇
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 1 1       2 

最 上 広 域 派 遣  1        1 

企 画 政 策 室   1   3 1  5 

広 報 ・ 総 合 情 報 室   1   2  3 6 

地 域 支 援 室   1 1  1   3 

情 報 統 計 室   1  1 1   3 

計 2 1 4 1 1 7 1 3 20 

 

（２）歳入歳出予算執行状況（平成 28年度分：平成 29年 4月 25 日現在） 

歳 入                                    （単位：円） 

款  項  目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 収入率 

13.01.01 総務使用料 1,259,000 958,700 958,700 0 100.00% 

13.02.01 総務手数料 1,000 1,220 1,220 0 100.00% 

14.02.01 総務費国庫補助金 69,149,000 61,673,275 43,000,000 18,673,275 69.72% 

15.02.01 総務費県補助金 714,000 687,920 687,920 0 100.00% 

15.03.01 総務費委託金 3,507,000 3,506,774 3,506,774 0 100.00% 

16.01.01 財産貸付収入 2,574,000 2,574,892 2,574,892 0 100.00% 

16.01.02 利子及び配当金 11,000 3,870 3,870 0 100.00% 

17.01.02 ふるさと納税寄附金 660,000,000 681,263,382 681,263,382  100.00% 

18.02.02 まちづくり応援基金繰入金 50,000,000 0 0 0 0.00% 

20.04.04 雑入 25,955,000 27,966,752 26,916,752 0 96.25% 

21.01.01 総務債 6,800,000 6,800,000 6,800,000 0 100.00% 

歳 入 合 計 819,970,000 785,436,785 765,713,510 18,673,275 97.49% 

 

歳 出                                    （単位：円） 

款  項  目 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執行率 

02.01.07 企画費 740,283,000 574,916,830 165,366,170 77.66% 

02.01.08 広報費 12,996,000 12,743,946 252,054 98.06% 

02.01.09 電算管理費 100,584,000 88,873,723 11,710,277 88.36% 

02.01.12 市営バス費 5,276,000 5,031,537 244,463 95.37% 

02.05.01 統計調査総務費 11,086,000 11,047,477 38,523 99.65% 

歳 入 合 計 870,225,000 692,613,513 177,611,487 79.59% 

 

 

  



監査の結果 

監査に付された関係諸帳簿及び資料等を照合検証したところ、計数的に正確であると認めた。ま

た、業務の執行についても概ね妥当であった。ただし、下記事項については改善措置が必要と認め

られる。 

 

記 

 

１．業務委託契約のなかで、見積依頼した際の見積額が予算額を超えているものがあり、契約に支障

をきたすことも有り得るため、予算額については十分精査のうえ計上のこと。 

 


